
(57)【要約】

【課題】　結果解析のシミュレーションを実施するため

の災害進展シナリオの数を削減しながら人命損失の推定

確度を向上可能な実用性の高い船舶災害のリスク評価方

法を得る。

【解決手段】　船舶の安全性を確率論的に評価する際の

リスク評価に用いられる船舶災害のリスク評価方法であ

って、評価対象の災害で想起されるイベントの中で結果

に影響を与える要素に対してイベントツリーを作成し

（Ｓ１０１）、このイベントツリーから得られたイベン

トシーケンス毎に災害抑止対策に対する成功時間の確率

密度関数を作成するとともに（Ｓ１０５）、イベントツ

リーを複雑にする場合分けの要素をイベントツリーの外

に出す（Ｓ１０６）。そして、確率密度関数に基づいて

災害進展のシミュレーション及び避難シミュレーション

を実行する（Ｓ１０７）。さらに、前記各シミュレーシ

ョンの結果を基に各イベントシーケンスのリスクの上限

と下限を求め（Ｓ１１０）、その各々の値から全体の災

害リスクの上限と下限を求める（Ｓ１１１）ことにより

リスクを評価する。
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【特許請求の範囲】

【請求項１】　船舶の安全性を確率論的に評価する際の

リスク評価に用いられる船舶災害のリスク評価方法にお

いて、評価対象の災害で想起されるイベントの中で結果

に直接影響を与える要素で、かつ互いの成功と失敗に影

響を与える要素のみに対してイベントツリーを作成し、

前記イベントツリーから得られたイベントシーケンス毎

に災害抑止対策に対する成功時間の確率密度関数を作成

するとともに、得られたすべてのシーケンスに同様の分

岐をもたらしてイベントツリーを複雑にする場合分けの

要素をイベントツリーの外に出し、それらの要素の組合

せ毎に、前記確率密度関数に基づいて災害進展のシミュ

レーション及び避難シミュレーションを実行し、前記各

シミュレーションの結果をもとに各イベントシーケンス

のリスクの上限と下限を求め、その各々の値から全体の

災害リスクの上限と下限を求めることによりリスクを評

価することを特徴とする船舶災害のリスク評価方法。

【請求項２】　前記成功時間の確率密度関数は、既知の

最短成功時間と最遅成功時間に基づいて正規分布等の確

率密度関数を生成することにより得ることを特徴とする

請求項１記載の船舶災害のリスク評価方法。

【請求項３】　前記各イベントシーケンスのリスクの上

限と下限は、イベントシーケンス毎のシミュレーション

から得られた人命損失数に基づいて、各イベント内の成

功時間を複数に分割して得られる小区間よりなるイベン

ト内グループの１つをもとに構成されたシナリオグルー

プの上限集合と下限集合の発生確率をシナリオ上限集合

発生確率及びシナリオ下限集合発生確率として求め、こ

のシナリオ上限集合発生確率及びシナリオ下限集合発生

確率に基づいて算出することを特徴とする請求項１又は

２記載の船舶災害のリスク評価方法。

【請求項４】　前記シナリオ上限集合発生確率（Ｐ

j（Ｕ））及び前記シナリオ下限集合発生確率（Ｐ

j（Ｌ））を下記の各式により求めることを特徴とする

請求項３記載の船舶災害のリスク評価方法。

【数１】

【数２】

【請求項５】　前記各イベントシーケンス（ｌｅｓ）に

対して場合分けの要素からなる集合（Ｅｐｌ）に属する

要素の組合わせ（ｉ１、ｉ２、…ｉｎｐｌ）毎にリスク

（ＰＬＬ）の上限と下限（Ｌ）を下記の各式により求め

ることを特徴とする請求項１ないし４のいずれかに記載

の船舶災害のリスク評価方法。

【数３】

【数４】

【請求項６】　前記場合分け毎のリスクの上限と下限か

ら各イベントシーケンスのリスクの上限（ＰＬＬ

Ies（Ｕ））と下限（ＰＬＬIes（Ｌ））を下記の各式に

より求めることを特徴とする請求項１ないし５のいずれ

かに記載の船舶災害のリスク評価方法。

【数５】
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【数６】

【請求項７】　前記全体の災害リスクの上限（ＰＬＬ

ALL（Ｕ））と下限（ＰＬＬALL（Ｌ））を下記の各式に

より求めることを特徴とする請求項１ないし６のいずれ

かに記載の船舶災害のリスク評価方法。

【数７】

（式中、ＰＬＬＩｅｓ（Ｕ）はイベントシーケンスがＩ

ｅｓのリスクの上限を表わす。）

【数８】

（式中、ＰＬＬＩｅｓ（Ｌ）はイベントシーケンスがＩ

ｅｓの下限を表わす。）

【発明の詳細な説明】

【０００１】

【発明の属する技術分野】本発明は、船舶災害のリスク

評価方法、特に、火災、浸水等の災害進展を推定するシ

ミュレーションを行い、この結果を用いて避難シミュレ

ーション等を行うに際し、災害進展シナリオのシミュレ

ーション結果を反映させてリスクを評価する船舶災害の

リスク評価方法に関する。

【０００２】

【従来の技術】船舶においては、例えば、洋上で万一火

災が発生した場合、逃げ場が無く、極めて危険な状態に

なる。したがって、火災に至らないような対策、或いは

発生した場合でも最小限に食い止められるような対策が

必要になる。そこで、国際的な場において船舶の安全基

準が定められている。しかし、あらゆる状態を想定して

策定した安全基準であっても、予期せぬ大事故が起こる

こともある。そこで、安全基準をより確かにするため、

実際に起きた大事故を契機に安全基準の改正が行われて

いる。改正の都度、船舶には新安全基準に基づいて多く

の付加的設備の設置や構造の強化が行われてきた。しか

しながら、それらの有効性は科学的に立証されていると

は言い難く、安全のための過大な投資がなされていた

り、効果のない設備等が搭載されている可能性もあり、

これにより船舶のコストを増大させているのではないか

という危倶が関係者間に存在している。

【０００３】一方、原子力分野で標準的な安全評価手法

とされている確率論的安全評価法（ＰＳＡ：Probabilis

tic Safety Assessment、或いはＰＲＡ：Probabilistic

 Risk Assessmentとも呼ばれる）は、化学プラントの安

全性の評価など、他の分野にも応用され始めており、安

全性を科学的に評価するための優れた手法と見なされて

いる。

【０００４】以上の状況を考慮し、１９９３年のＩＭＯ

（International Maritime Organization：国際海事機

関）／ＭＳＣ（Maritime Safety Committee：海上安全

委員会）６２において、船舶の安全性を確率論的安全評

価手法を用いて「リスク」という数値で表現し、安全を

確保するための種々の基準を設定した場合のコストの評

価と共に、その基準の有効性を審議する際に役立てよう

との考えが英国により表明された。そのための評価手法

は、ＦＳＡ（Formal Safety Assessment）と称されてい

る。その後、ＩＭＯ／ＭＳＣにおいて、そのためのコレ

スポンデンスグループ及びワーキンググループが構成さ

れて検討が継続され、ＩＭＯ／ＭＳＣ６８においてＦＳ

Ａの暫定ガイドラインが承認され、それに基づいて各国

がＦＳＡの試適用の実施を開始し、日本においても、社

団法人日本造船研究協会に基準研究部会を設置し、ＦＳ

Ａを実現する手法の開発が進められている。下記の（表

１）はＦＳＡの概略を示している。

【０００５】

【表１】
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【０００６】ＦＳＡは、前記（表１）に示すステップ１

～ステップ５の５段階の手続からなる安全基準の審議方

法である。ＦＳＡとは、ＲＣＯ（Risk Control Option

 ：安全対策）の効果をリスクで定量的に表し、ＲＣＯ

を設置（又は実施）するために必要になる複数の関係者

に付加されるコストを加味し、最適なＲＣＯを選定及び

基準化するための手続を指している。

【０００７】ＦＳＡにおいて、困難、かつ最重要な段階

は、ステップ３のＲＣＯによるリスクの変化を含むステ

ップ２のリスク評価である。リスクは、事故発生確率

と、その後の結果の重大性との積の概念であり、それを

求めるには、事故に繋がる危険性から事故に至る確率を

求め、次に、事故発生後に生じる種々の災害の進展過

程、及びそれらの確率、さらに避難・救助による救出過

程を推定して結果の重大性を評価することにより推定さ

れる。

【０００８】すなわち、ステップ２では、事故に至る過

程を示すフォールトツリー、事故発生から最終結果（人

命損失、環境汚染、財産の喪失等）までのイベントツリ

ー、及びイベントツリーの各最終端が示す結果の定量化

を行うことにより、リスクを定量化する。現状のリスク

は、既に使用可能な事故統計があるため、それらの解析

結果から得られる。

【０００９】ＲＣＯは、危険な状況の発生から事故発生

に至る過程、さらに、事故発生から最終状態に至る過程

における種々の部分に影響を与えることによりリスクを

変化させる。その効果は、実施する前の段階では事故統

計に現れないため、それ以外の何らかの方法で予測しな

ければならない。英国によるＦＳＡの試適用では、専門

家の判断をＲＣＯの効果の推定に用い、専門家の判断か

らリスクの変化を求める図（ＲＩＤ：Regulatory Impac

t Diagram ）を作成し、実施している。この方法は簡便

であり、広範な分野のＲＣＯに適用可能である。しか

し、恣意的であり、不確実性が高いとの指摘がＩＭＯに
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おいても出されている。そこで、本発明者らは、日本造

船学会論文集、Ｖｏｌ．１８６（６－３）「船舶の確率

論的安全評価手法」において、人間の判断のみに依存せ

ず、恣意性の少ないリスク評価手法を既に発表してい

る。

【００１０】この論文においては、ＦＳＡの実現のた

め、事故発生からその結果に至る過程の分析に基づいて

開発したリスク評価の方法論、及びこの方法論に基づき

開発したリスク評価システムが示されており、リスク評

価の例題として、同システムを適用して実施した火災拡

大防止のためのリスク制御手段であるスプリンクラの評

価が示されている。ここでは、船舶事故時の災害による

人命損失の推定法として、火災、浸水等の災害進展を推

定するシミュレーション及びその結果を用いた避難シミ

ュレーションを行っている。この方法は、ＲＣＯが設計

変更として自然な形でシミュレーションに反映され、恣

意性が少ないという利点がある。

【００１１】

【発明が解決しようとする課題】しかし、前記のような

従来のリスク評価方法によると、膨大な災害進展シナリ

オ（或るイベントシーケンスに従ってシミュレーション

を実施した結果の船舶の種々の状態量の時系列をいう）

の全てにわたってシミュレーションを実施する必要があ

り、実用的ではなく、更なる検討が要望されている。

又、船舶の事故においては主に船舶の乗員、乗客の生死

が問題であり、火災は、避難の速度とほぼ同じ速さで進

展するため、少しのタイミングの違いで死者数が大幅に

変化することが予想される。したがって、シミュレーシ

ョンによる人命損失の推定には、消火、防火手段の成功

／失敗の確率だけでなく、成功する場合の成功までの時

間が問題になるが、従来においては、この点について何

ら考慮されておらず、人命損失の推定精度の向上に限界

がある。

【００１２】そこで、本発明の目的は、前記のような従

来の問題を解決しようとするものであって、結果解析の

シミュレーションを実施するための災害進展シナリオの

数を削減しながら人命損失の推定確度を向上させること

ができ、実用性の高い船舶災害のリスク評価方法を提供

するにある。

【００１３】

【課題を解決するための手段】前記課題を解決するため

に、本発明の船舶災害のリスク評価方法は、船舶の安全

性を確率論的に評価する際のリスク評価に用いられる船

舶災害のリスク評価方法において、評価対象の災害で想

起されるイベントの中で結果に直接影響を与える要素

で、かつ互いに成功と失敗に影響を与える要素のみに対

してイベントツリーを作成し、前記イベントツリーから

得られたイベントシーケンス毎に災害抑止対策に対する

成功時間の確率密度関数を作成するとともに、得られた

すべてのシーケンスに同様の分岐をもたらしてイベント

ツリーを複雑にする場合分けの要素をイベントツリーの

外に出し、それらの要素の組合せ毎に、前記確率密度関

数に基づいて災害進展のシミュレーション及び避難シミ

ュレーションを実行し、前記各シミュレーションの結果

を基に各イベントシーケンスのリスクの上限と下限を求

め、その各々の値から全体の災害リスクの上限と下限を

求めることによりリスクを評価するようにしたものであ

る。

【００１４】前記成功時間の確率密度関数については、

既知の最短成功時間と最遅成功時間に基づいて正規分布

等の確率密度関数を生成することにより得ることができ

る。

【００１５】前記各イベントシーケンスのリスクの上限

と下限については、イベントシーケンス毎のシミュレー

ションから得られた人命損失数に基づいて、各イベント

内の成功時間を複数に分割して得られる小区間よりなる

イベント内グループの１つをもとに構成されたシナリオ

グループの上限集合と下限集合の発生確率をシナリオ上

限集合発生確率及びシナリオ下限集合発生確率として求

め、このシナリオ上限集合発生確率及びシナリオ下限集

合発生確率に基づいて算出することができる。

【００１６】前記シナリオ上限集合発生確率（Ｐ

j（Ｕ））及び前記シナリオ下限集合発生確率（Ｐ

j（Ｌ））については、下記の各式により求めることが

できる。

【００１７】

【数９】

【００１８】 【数１０】

10

20

30

＊

＊



(6) 特開２００２－２８８３８６
9 10

【００１９】前記イベントシーケンス（ｌｅｓ）に対し

て場合分けの要素からなる集合（Ｅｐｌ）に属する要素

の組合わせ（ｉ１、ｉ２、…ｉｎｐｌ）毎にリスク（Ｐ

ＬＬ）の上限（Ｕ）と下限（Ｌ）を下記の各式により求

めることができる。

【００２０】

【数１１】

【００２１】 【数１２】

【００２２】前記各イベントシーケンスのリスクの上限

（ＰＬＬIes（Ｕ））と下限（ＰＬＬIes（Ｌ））につい

ては、下記の各式により求めることができる。

【００２３】

【数１３】

【００２４】 【数１４】

【００２５】前記全体の災害リスクの上限（ＰＬＬALL

（Ｕ））と下限（ＰＬＬALL（Ｌ））については、下記

の各式により求めることができる。

【００２６】

【数１５】

【００２７】（式中、ＰＬＬＩｅｓ（Ｕ）はイベントシ

ーケンスがＩｅｓのリスクの上限を表わす。）

【００２８】

【数１６】

【００２９】（式中、ＰＬＬＩｅｓ（Ｌ）はイベントシ

ーケンスがＩｅｓのリスクの下限を表わす。）

【００３０】前記災害進展のシミュレーション及び前記

避難シミュレーションとしては、要素毎に、最短成功時

間から最遅成功時間の間をＭ等分し、それらの時点を前

記最短成功時間から順番付けし、要素の対応する順番の

時点（以下、これらの時点を境界時間と呼ぶ）で実施す

ることにより達成することができる。

【００３１】前記のような本発明によれば、結果に影響

を与える各要素に対してイベントツリーを作成し、この

イベントツリーから得られたイベントシーケンス毎に災

害抑止対策に対する成功時間の確率密度関数を作成す

る。この成功時間の確率密度関数は、人命損失の推定に

おいて、成功／失敗のほか、成功する場合の成功までの

時間が加味されることを意味する。成功時間の確率密度

関数を採用することによって、シミュレーションを行う

べきイベントシーケンスの数が増えるのを防止するた

め、結果に直接影響を与える要素に対してのみイベント

ツリーを作成し、間接的に影響を及ぼす要素について
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は、成功時間確率密度関数の形にその影響を反映させ

る。また、「場合分け」のみの要素についてはイベント

ツリーの外に出す。そして、それらの要素の組合せ毎に

確率密度関数に基づいて災害進展のシミュレーション及

び避難シミュレーションを実行し、この各シミュレーシ

ョンの結果を基に各イベントシーケンスのリスクの上限

と下限を求め、その各々の値から全体の災害リスクの上

限と下限を求めることによりリスクを評価する。したが

って、結果解析のシミュレーションを実施するための災

害進展シナリオの数を削減しながら人命損失の推定確度

を向上でき、実用性の高い船舶災害のリスク評価方法を

得ることができる。

【００３２】

【発明の実施の形態】以下、本発明の実施の形態につい

て、災害として火災を例にとって図面を参照しながら説

明する。火災災害進展シナリオの作成方法の概要につい

て説明すると、通常、リスク評価は、事故が発生してか

らのＥＴ（Event Tree）を作成し、分岐確率の推定、結

果として得られるイベントシーケンス（初期事象から最

終状態に至る枝の繋がりであり、イベントツリーの最終

枝の数だけ存在する）毎の被害の推定（人命損失数の推

定）を実施し、各イベントシーケンスの発生確率と被害

の程度を推定し、ＦＮ（Frequency-Number of fatality

 ）曲線を作成して行われる。各イベントシーケンスに

おける被害の推定は、例えば、原子炉からの放射能漏れ

が推定される場合、漏れ量、漏れてからの放射能の拡散

の推定、それによる人命への影響等の推定がシミュレー

ションにより行われる。

【００３３】一方、船舶の事故においては、主に、船舶

の乗員、乗客の生死が問題になる。火災は、避難の速度

とほぼ同じ速さで進展するため、僅かなタイミングの違

いで死者数が大幅に変化することが予想される。したが

って、消火、防火手段の成功／失敗の確率だけでなく、

成功までの時間が重要になる。通常のイベントツリー解

析においては、分岐部の確率及びその確率の分布関数の

推定がなされるが、イベントが成功するまでの時間の推

定はなされない。しかし、シミュレーションによる人命

損失の推定には、消火、防火の成功／失敗だけでなく、

成功する場合の成功までの時間が問題になる。

【００３４】そこで、本発明においては、できる限りシ

ミュレーションを実施すべきイベントシーケンスの数を

減らし、煙流動のシミュレーションを実施可能にするた

め、イベントツリーを火災災害対処の主要なイベント、

即ち、火災検知、初期消火、スプリンクラ消火、防火扉

閉鎖、及び消火栓消火からなるイベントから構成し、他

の細かなイベントの影響は、それらの主要なイベントの

成功時間の確率密度関数の形で反映させることによりイ

ベントツリーを開発した。これにより、火災災害対処の

全体的なイベントツリー（ＧＥＴ：Generic Event Tre

e）が構成される。

【００３５】また、排煙ファン等は、火災災害のイベン

トとは独立に動作するため、各イベントシーケンスにお

ける火災シミュレーションの際に、その影響をモデル化

して組み込むことにする。また、従来において、イベン

トツリーを大きくしてしまう要因の１つは、「場合分

け」（出火場所、乗客・乗員の初期位置）をツリーの中

に入れ込むことである。そこで、本発明においては、ツ

リーの大きさを適当なものにするため、どのイベントシ

ーケンスにも同様に影響を与える「場合分け」は、ツリ

ーの外に出し、結果解析の際に考慮することにした。こ

れにより、災害進展シナリオの数を削減できるようにな

る。

【００３６】図１は、全体的なイベントツリー（ＧＥ

Ｔ）の内容を示す説明図である。図１は、大別して、

「場合分け」、「ツリー部」、及び「成功時間確率密度

関数」からなる。ツリー部は、火災時に生じる一連の流

れ、つまり、出火から煙探知→初期消化→スプリンクラ

稼働→防火扉閉鎖→消火栓消化の流れの中で、各過程

（イベント）における成功又は失敗に応じて分岐する工

程がツリー構造で示されている。最終イベントの「成

功」と「失敗」及び途中イベントまでの「成功」に対し

てシーケンス０～６の７つのシーケンスを設定する。そ

して、各シーケンスに対し、成功時間確率密度関数（図

中のｐ0 ～ｐ4 ）を求め、これを基に、イベントが成功

するまでの時間を推定する。以下に、前記のようにして

作成されたイベントツリーの各イベントシーケンス毎に

実施すべき煙流動シミュレーション、及びそれらのシミ

ュレーション結果に対応する火災災害イベントシーケン

スの発生確率を推定する方法について説明する。

【００３７】まず、シナリオの致命度の順序関係を利用

する方法について説明する。図２は、各イベントのイベ

ント内グループにおける最短成功時間（ＴｉＥ）から最

遅成功時間（ＴｉＬ）に至る正規分布の確率密度関数で

ある。ここでは、どのイベントも成功時間が遅ければ遅

いほど被害が増大すると仮定している。各イベント内の

成功時間を幾つかに分割して得られる小区間をイベント

内グループとし、各イベントからイベント内グループを

１つずつ取り出し、これらから構成される組み合わせ

（＝シナリオグループ：scenario group）を作ると、シ

ナリオグループ間で成功の程度の順序、すなわち人命損

失数の上限、下限の順序が得られる。

【００３８】図３は、イベント内グループと成功イベン

トの関係を示す説明図である。成功する全てのイベント

をＭ個のイベント内グループに分割した場合、各イベン

トにおいて全てのイベント内グループがｊ＝５であるシ

ナリオグループの上限（太い黒枠で囲まれている部分）

は、一部が「５」で、残りはそれ未満のシナリオグルー

プの上限より大きい。したがって、イベント内グループ

が全てｎであるシナリオグループの上限は、一部がｎで

それ以外がｎ未満であるシナリオグループの上限とする

10

20

30

40

50



(8) 特開２００２－２８８３８６
13 14

ことができる。同様に、イベント内グループが全てｎで

あるシナリオグループの下限は、一部がｎでそれ以外が

ｎより大きいシナリオグループの下限とすることができ

る。全てｎであるシナリオグループを代表シナリオグル

ープと呼び、代表シナリオグループが上限となるシナリ

オグループの集合をシナリオグループ上限集合と呼び、

下限となるシナリオグループの集合をシナリオグループ

下限集合と呼ぶこととする。代表シナリオグループの数

はＭ個、即ちイベントの分割数分が存在する。以上よ

り、代表シナリオグループの最早時間、最遅時間でシミ

ュレーションして得られた人命損失数に、後述する方法

で得られる上限集合、下限集合の発生確率を乗じること

により、イベントシーケンスのリスクを求めることがで

きる。

【００３９】次に、イベントの成功時間の前後により結

果が影響される場合について説明する。防火扉閉鎖より

後に閉鎖された防火区画内の乗客が非難を開始する場合

には、それらの避難者が各居室から通路に移動すると煙

に巻かれて動けなくなってしまう。このように、手順前

後により結果が大幅に異なる場合には、イベントの成功

時間が遅ければ遅いほど人命損失数が多くなるという仮

定は成り立たない。このような場合には、こうしたこと

が生じるイベントの組合せを取り上げ、成功時間の前後

により、場合を２つに分けてリスクを求めることにな

る。説明を簡単にするため、手順前後により人命損失数

が異なるイベントが２つだけ存在する（避難と防火扉閉

鎖）と仮定して、この場合のリスクの導出方法について

説明する。

【００４０】火災の全体的なイベントツリー（ＧＥＴ）

では、消火、防火扉の閉鎖等のイベントの順序は予め考

慮されているため、このような問題は存在しない。こう

した問題は、独立に生じると考えることのできるイベン

ト間に存在する。実際には当然のこととして防火区画内

の乗客および乗員がその区画からすべて退去しているこ

とを確認した後に防火扉を閉鎖すると考えられる。しか

し、防火区画内が煙で充満し、かつ、居室内の乗客が熟

睡している、あるいは既に煙で動けなくなっている場合

には、確認に時間を費やすことが延焼防止の妨げとなっ

てしまうことが考えられるため、乗客等の退去の確認を

待たずに防火扉の閉鎖を行ってしまうような状況も発生

し得ると考え、そうしたことが生じないような対策を検

討する必要がある。

【００４１】避難開始時間の確率密度関数をｆ（ｘ）、

防火扉閉鎖成功の確率密度関数をｇ（ｙ）とし、ｘ＝ｙ

＋ｔ（ｔ＞０）であるｔの確率密度関数をｈ（ｔ）とす

ると、ｈ（ｔ）は次の式（１）のように求められる。

【００４２】

【数１７】

【００４３】ｈ（ｔ）でｔ≧０である領域を、発生確率

がほぼ同等になるように境界時間ｔｓ、ｔｓｍ、ｔｍ

ｌ、ｔｌを決め（図４参照）、ｔがそれらの値になるよ

うなｙの確率密度関数を求めてそれらの最大値をｙｓ、

ｙｓｍ、ｙｍｌ、ｙｌとする。また、ｘｓ＝ｙｓ＋ｔ

ｓ、ｘｓｍ＝ｙｓｍ＋ｔｓｍ、ｘｍｌ＝ｙｍｌ＋ｔｍ

ｌ、ｘｌ＝ｙｌ＋ｔｌとして、それらのｙおよびｘの値

で、防火扉閉鎖成功時間が避難開始時間より早い場合の

シミュレーションを実行する（図５（ａ）～（ｄ）参

照）。また、避難開始時間が防火扉閉鎖成功時間より早

い場合には、遅ければ遅いほど人命損失数が多くなると

の仮定が成り立つものとし、ｘＥ、ｘＥＭ、ｘＭＬ、ｘ

ＬおよびｙＥ、ｙＥＭ、ｙＭＬ、ｙＬを求める（図６

（ａ）、（ｂ）参照）。なお、この場合の２つのイベン

トグループの発生確率の合計はｘ＜ｙの場合の確率であ

り、その比はｘＥ、ｙＥ等を求めた際のＥ、Ｍ、Ｌの確

率と同じとする。

【００４４】発生の確率を求める際の簡便さのため、前

後関係により結果の違いが予想される２つのイベントグ

ループの、それらの成功時間の差の正負で２つのイベン

トグループの合成された確率密度関数を２つの部分に分

け、それらの部分の確率をｐ１およびｐ２（ｐ１＋ｐ２

＝１）とし、それぞれの部分の分割を他の部分の分割と

同様の比で行う。

【００４５】次に、本実施形態における達成手順につい

て説明する。ここでは、船舶の居室火災に対するリスク

の算定を例にしている。

（１）煙感知成功時点からの各イベントシーケンス中の

消火及び防火イベントの最早成功時間、最遅成功時間、

成功確率の専門家から聴取し、それらの成功時間確率密

度関数を作成する。

（２）煙感知成功時間の確率密度関数を作成する。

（３）前記（１）及び（２）より得られた各イベントの

イベント内各グループの境界時間（ＴｉＥ（最短成功時

間）、ＴｉＥＭ（中短成功時間）、ＴｉＭＬ（中遅成功

時間）、ＴｉＬ（最遅成功時間））と発生確率（Ｐｉ

Ｅ、ＰｉＭ、ＰｉＬ）を求める。

（４）避難者の分類毎に、避難開始時間の確率密度関数

及びイベント内グループの発生確率、境界時間を求め

る。

（５）避難開始時間が防火扉閉鎖成功時間より遅れる可

能性があれば、それら２つのイベントで、（ｉ）避難開

始時間が防火扉成功時間より遅くなる場合の２つのイベ

ントの成功時間の差の確率密度関数と、（ii）防火扉閉
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鎖成功時間の方が遅くならない場合の防火扉閉鎖成功時

間の確率密度関数を作成し、それら２つのイベントにお

けるシミュレーションにおいて使用するＴｉＥ等の時点

を決定する。

（６）避難者の初期分布をｎ通り求め、それらの発生確

率を求める。

（７）避難者の初期分布毎に、死者数及びシナリオグル

ープ確率を組合わせ、避難シミュレーション及び煙流動

シミュレーションを実行する（なお、煙流動シミュレー

ションの実施の際には、火源の発熱量曲線をイベントシ

ーケンス毎に決定することになる。）。

（８）前記（７）のシミュレーションで得られた結果よ

り、各イベントシーケンスのリスクの上限と下限を求

め、その各々の値から全体の火災リスクの上限と下限を

求める。この上下限により、或る幅をもってリスクを評

価することが可能になり、全体の処理量を軽減できる。

【００４６】図７は、本発明による災害のリスク評価方

法を示すフローチャートである。ここには、前記（１）

～（８）の手順に基づいて作成されたフローチャートが

示されている。図中、Ｓはステップを意味している。

【００４７】まず、考慮対象の災害において、成功／失

敗で結果が他の要素の成功／失敗に影響を与える要素を

選び出し、それらの要素からなる集合をＥｄｐと記す

（Ｓ１０１）。このＥｄｐに属する要素は、船舶の居室

火災の場合、前記したように、煙探知、初期消火（消化

器による消火）、スプリンクラ稼動による消火、防火扉

閉鎖、消火栓消火である。次に、Ｅｄｐに属する要素か

らイベントツリーを作成する。このとき、Ｅｐｌに属す

る要素をツリーの外に出して図１のように１つの表にす

る（Ｓ１０２）。さらに、分岐部にＦＴ（Fault Tree）

を定義してそれを定量化する、専門家の意見を求める、

等の方法によって、Ｓ１０２で得られたイベントツリー

の分岐確率を推定する（Ｓ１０３）。

【００４８】次に、Ｓ１０２で得られたイベントツリー

から得られるイベントシーケンス毎に、成功の要素の成

功時間の確率密度関数を求めるために、最短成功時間

（ＴｉＥ）、最遅成功時間（ＴｉＬ）を専門家から聴取

する（Ｓ１０４）。そして、ＴｉＥを－３σ、ＴｉＬを

＋３σとする正規分布の確率密度関数を作成し、これを

その要素（ｉ）の成功時間確率密度関数とする（Ｓ１０

５）。

【００４９】次に、要素毎に、ＴｉＥからＴｉＬの間を

Ｍ等分し、それらの時点をＴｉＥから順番付けし、Ｔｉ

１，Ｔｉ２，…Ｔｉ(Ｍ＋１)とする。手順前後が関係す

る要素がある場合には、それらの成功時間確率密度関数

を合成し、手順前後になる場合と、そうでない場合とに

分け、それぞれの部分でＴｉ１，Ｔｉ２，…Ｔｉ(Ｍ＋

１)を決定する（Ｓ１０６）。次いで、要素の対応する

順番の時点で災害進展および避難シミュレーションを実

施する（Ｓ１０７）。この結果、イベントシーケンスの

数がＮes（Ｅｄｐに属する要素より構成されるイベント

シーケンスの総数）の場合には、シミュレーションの総

数はＮａｌｌ（災害進展及び避難シミュレーションの数

であり、次の式（２）により示される）となる。

【００５０】

【数１８】

【００５１】（式（２）において、Ｍは成功要素の成功

時間の分割数、ｍ（ｊ）は要素Ｅｐｌに属する要素

（ｊ）の取りうる場合の数である。）

【００５２】次に、イベントシーケンス毎のシミュレー

ションから得られた人命損失数をそれぞれ上限および下

限とするＭ等分した小区間の組合せの集合（シナリオグ

ループ上限集合、シナリオグループ下限集合）の発生確

率（シナリオ上限集合発生確率Ｐj（Ｕ）及びシナリオ

下限集合発生確率Ｐj（Ｌ））を次の式（３）、（４）

から求める（Ｓ１０８）。前記シミュレーションは、境

界時間、すなわち、Ｍ個のシナリオグループ上限集合の

上限値（最遅時間）のみと、シナリオグループ下限集合

の下限値（最早時間）のみで実行すればよい。

【００５３】

【数１９】

【００５４】 【数２０】
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【００５５】次いで、イベントシーケンスがＩｅｓ（イ

ベントシーケンスの識別番号）で、イベントシーケンス

毎のＥｐｌに属する要素がそれぞれ、ｉj（ｊ＝１，ｎ

P1）の場合のリスク（ＰＬＬ）の上限と下限を次の式

（５）及び式（６）により求める（Ｓ１０９）。

【００５６】

【数２１】

【００５７】 【数２２】

【００５８】次に、イベントシーケンス（Ｉｅｓ）のリ

スク（ＰＬＬ）の上限ＰＬＬIes（Ｕ）と下限ＰＬＬIes

（Ｌ）を次の式（７）及び式（8）により求める（Ｓ１

１０）。

【００５９】

【数２３】

【００６０】 【数２４】

【００６１】次に、全体のリスク（ＰＬＬ）の上限ＰＬ

ＬALL（Ｕ）と下限ＰＬＬALL（Ｌ）を次の式（９）及び

次の式（１０）により求める（Ｓ１１０）。

【００６２】

【数２５】

【００６３】（式（９）において、ＰＬＬＩｅｓ（Ｕ）

はイベントシーケンスがＩｅｓのリスクの上限を表わ

す。）

【００６４】

【数２６】
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【００６５】（式（１０）において、ＰＬＬ

Ｉｅｓ（Ｌ）はイベントシーケンスがＩｅｓのリスクの

下限を表わす。）

【００６６】

【実施例】以下、本発明の実施例について説明する。図

８に示すように、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆの各デッキを

備えるとともに、次の（表２）に示す条件を備えた船舶

を想定した。そして、まず、前記船舶について専門家の

意見に基づき、図９に示すようなイベントツリー、各分

岐における成功時間の確率密度関数（各イベントにおけ

る最早成功時間、最遅成功時間を、分布を正規分布と仮

定して、±３σの値とする）を得た。

【００６７】

【表２】

【００６８】次に、煙感知機の中心からの水平方向の火

元までの距離と作動時間との関係を下記の式（１１）の

ように２次式でモデル化し、火災室の中心に煙感知機が

設置してあると仮定して、火災室の煙感知機が作動する

時間の確率密度関数を求めると、図１０に示すようにな

った。

【００６９】

　ｔ＝５．７２ｒ
２
＋３１．２＋ε

　μ（ε）＝０．０

　σ（ε）＝２４．７　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…（１１）

【００７０】前記式（１１）において、ｔは出火から煙

感知器作動までの時間、ｒは火源から煙感知器までの水

平方向の距離、εは偏差（正規分布と仮定する）であ

る。

【００７１】次に、各イベントシーケンスにおける各イ

ベントの境界時間、発生確率を推定した。ここで、各イ

ベントシーケンスにおける各イベントの成功時間は、煙

感知器作動からの時間（Ｔｓｅ）であるので、出火時点

から各イベントシーケンスにおける各イベントの成功ま

での時間（Ｔｉｇ）は、出火から煙感知器作動までの時

間（Ｔｉｇｓ）を加えなければならない。よって、次式

（１２）のようになる。

【００７２】

　Ｔｉｇ＝Ｔｉｇｓ＋Ｔｓｅ　　　　　　　　　　　　　　　　…（１２）

【００７３】このようにして、各イベントのＴｉＥ、Ｔ

ｉＥＭ、ＴｉＭＬ、ＴｉＬを求めることができる。ま

た、ＰｉＥ、ＰｉＭ、ＰｉＬは、適当に決定する。ここ

では、ＰｉＥ＝０．３、ＰｉＭ＝０．４、ＰｉＬ＝０．

３、ＴｉＥ、ＴｉＬはそれぞれ片側０．５％の時間とす

ると、イベントシーケンス毎の各イベントのＴｉＥ、Ｔ

ｉＥＭ、ＴｉＭＬ、ＴｉＬは次の（表３）～（表７）に

示すようになった。

【００７４】

【表３】
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【００７５】 【表４】

【００７６】 【表５】

＊ ＊
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【００７７】 【表６】

【００７８】 【表７】

＊ ＊
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【００７９】次に、避難開始の確率密度関数、防火扉閉

鎖の順序が逆転する場合を考慮するため、それぞれのイ

ベントの確率密度関数を用いて、それらの差の正負によ

って、前記の方法で、シミュレーションすべき避難及び

防火扉閉鎖時間を求めた。

【００８０】次に、避難者の初期分布を求め（２通

り）、それらの発生確率を求めた。ここで、乗員、乗客

の初期分布として、試計算対象船舶におけるＣデッキの

ダイニングルームが満席になる食事時（計３時間）、及

び大半が居室にいる場合（残り２１時間）の２通りに分

けた。

【００８１】次に、避難者の初期分布毎に、ＥーＥ、Ｅ

ＭーＥＭ、ＭＬーＭＬ、ＬーＬの組合せで、避難、煙流

動シミュレーションを実施した（図９参照）。得られた

結果より、各イベントシーケンスのリスクの上限と下限

を求め、それから、全体の火災リスクの上限と下限を求

めた。その結果を次の（表８）に示す。ただし、幾つか

の煙流動シミュレーションでは、ある時刻以降発散して

おり、その場合、発散直前の煙濃度の分布がそれ以降継

続するとして、非難シミュレーションを実施した。

【００８２】その後、前記（表３）～（表７）及び前記

日本造船学会論文集、Ｖｏｌ．１８６（６-３）「船舶

の確率論的安全評価手法」にある火災災害発生確率、居

室火災発生確率を求めるための調整値を得て前記試計算

対象船舶のリスクの下限、上限を求めることができた。

リスクの計算過程も含めて下記の（表８）にそれらを示

す。

【００８３】なお、ＰＡＣＤは事故（ＡＣＤ）の発生確

率、ｐｆ-Ｉｅｓ（ｊ）は識別番号がＩｅｓのＥｄｐに

属していて、それらのうちのｊ番目の要素の失敗確率ｐ

ｆ-Ｉｅｓ（ｊ）＝１－ｐｓ-Ｉｅｓ（ｊ）、Ｎｆ-Ｉｅ

ｓは識別番号がＩｅｓのＥｄｐに属していて、失敗する

要素の総数、ｐｓ-Ｉｅｓ（ｋ）は識別番号がＩｅｓの

Ｅｄｐに属していて、それらのうちのｋ番目の要素の成

功確率、Ｎｓ-Ｉｅｓは識別番号がＩｅｓのＥｄｐに属

していて、成功する要素の総数で、Ｎｅｓ＝Ｎｓ-Ｉｅ

ｓ＋Ｎｆ-Ｉｅｓであり、ｐＩｅｓは次式で示すイベン

トシーケンスＩｅｓの発生確率である。

【００８４】

【数２７】

【００８５】

【表８】
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【００８６】船舶事故の災害による人命損失の推定法と

して、火災、浸水等の災害進展を推定するシミュレーシ

ョン及びその結果を用いた避難シミュレーションを行う

場合、従来においては、ステップ２のリスク評価に際

し、膨大な数の災害進展シナリオの全てに対してシミュ

レーションを実施する必要があるが、本発明によれば、

結果に影響を与えない要素に対するシミュレーションの

実施を排除し、更に、リスクＰＬＬに上限と下限を設定

して評価を行うようにしたため、災害進展シナリオの数

を低減でき、その分だけシミュレーションの実行数を減

らすことが可能になり、災害進展シミュレーション及び

避難シミュレーションの実施を容易にすることが可能に

なる。

【００８７】

【発明の効果】以上説明したように、本発明の船舶災害

のリスク評価方法によれば、船舶の安全性を確率論的に

評価する際のリスク評価に用いられる船舶災害のリスク

評価方法にあって、結果に影響を与える各要素に対して

イベントツリーを作成し、このイベントツリーから得ら

れたイベントシーケンス毎に災害抑止対策に対する成功

時間の確率密度関数を作成し、成功する場合の成功まで

の時間が人命損失の推定に反映されるようにし、この成

功時間の確率密度関数を採用することによってイベント

シーケンスの数が増えるのを防止するため、結果に直接

影響を与える要素に対してのみイベントツリーを作成

し、間接的に影響を及ぼす要素については、成功時間確

率関数の形にその影響を反映させ、また、「場合分け」

のみの要素についてはイベントツリーの外に出し、そし

て、それらの要素の組合せ毎に前記確率密度関数に基づ

いて災害進展のシミュレーション及び避難シミュレーシ
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ョンを実行し、この各シミュレーションの結果を基に各

イベントシーケンスのリスクの上限と下限を求め、その

各々の値から全体の災害リスクの上限と下限を設けるこ

とによりリスクを評価するようにしたので、結果解析の

シミュレーションを実施するための災害進展シナリオの

数を削減しながら人命損失の推定確度を向上でき、実用

性の高い船舶災害のリスク評価方法を得ることができ

る。

【図面の簡単な説明】

【図１】本発明の一実施形態に係る船舶災害のリスク評

価方法に用いる全体的なイベントツリー（ＧＥＴ）の内

容を示す説明図である。

【図２】同リスク評価方法に用い、イベント内グループ

における最短成功時間（ＴｉＥ）から最遅成功時間（Ｔ

ｉＬ）に至る正規分布の確率密度関数を示す特性図であ

る。

【図３】同リスク評価方法に用い、イベント内グループ

と成功イベントの関係を示す説明図である。

【図４】同リスク評価方法に用い、手順前後で結果が異

なるイベントにおける発生確率がほぼ同等になる境界時

間と確率密度関数を示す説明図である。

【図５】（ａ）～（ｄ）は同リスク評価方法に用い、図

４をもとに求めた確率密度関数から防火扉閉鎖成功時間

が避難開始時間より早い場合のシミュレーション結果を

示す説明図である。

【図６】（ａ）、（ｂ）は同リスク評価方法に用い、避

難開始時間が防火扉閉鎖成功時間より早い場合のシミュ

レーション結果を示す説明図である。

【図７】同リスク評価方法を示すフローチャートであ

る。

【図８】同リスク評価方法の実施例で想定した船舶を示

す説明図である。

【図９】同実施例に用いるイベントツリー、各分岐にお

ける成功時間の確率密度関数を示す説明図である。

【図１０】同実施例に用いる煙感知機の作動時間におけ

る確率密度関数を示す説明図である。

【図２】 【図３】 【図４】

【図５】 【図６】

【図１０】
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【図１】
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【図７】



(19) 特開２００２－２８８３８６

【図８】
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【図９】


